
第６９回山梨県環境保全審議会（令和６年１２月２３日開催） 
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第４次山梨県廃棄物総合計画における 

目 標 の 達 成 状 況 等 に つ い て 

 

 

 

 

 

環 境 整 備 課 



         第４次山梨県廃棄物総合計画における目標の達成状況等について  

                                              

 

１ 概要                                   

（１）廃棄物の排出状況 

     ① 一般廃棄物 

・総排出量は、前年度に比べ減少し、年次目標値を下回っている。 

生活系ごみ、事業系ごみはともに前年度に比べ減少している。 

・再生利用率は、前年度に比べ低下しており、年次目標値との差は拡大傾向にある。 

・最終処分量は、前年度と同程度であり、年次目標値を上回っている。 

   ② 産業廃棄物 

・総排出量は、前年度に比べ増加しているが、年次目標値を下回っている。 

・再生利用率は、前年度と比べ増加しており、年次目標値との差は縮小傾向にある。  

・最終処分量は、前年度に比べ増加しているが、年次目標値を下回っている。 

 （２）各主体の行動目標の達成状況 

① 県民：１人１日当たりの家庭から排出されるごみの量 

       前年度に比べ減少しているが、年次目標値を上回っている。 

② 事業者：事業系一般廃棄物排出量             

前年度に比べ若干減少しており、年次目標値を下回っている。 

 

２ 目標の達成状況（令和５年度）                         

（１）廃棄物の排出状況 
  

①  一般廃棄物 

・総排出量 ：２７４千ｔ（前年度比 －３．２％） 

・再生利用率：１５．８％（前年度比 －０．２ポイント） 

・最終処分量： １９千ｔ（前年度比 －１．７％） 

 

 

 

 
 
 
 
 

 

  

  

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

②  産業廃棄物 
・総排出量 ： １，６９０千ｔ（前年度比  ３．８％） 

・再生利用率：    ５１％ （前年度比  １ポイント） 

・最終処分量：    ２０千ｔ（前年度比  ５．３％） 

 

    
   ※ 平成３０年度推計（黄色）は令和元年度産業廃棄物実態調査    の結果であり、令和元年度以降は平成３０年度推計をもとに      簡

易的な手法により算出した結果  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                       
※ 平成３０年度推計（黄色）は令和元年度産業廃棄物実態調査 

の結果であり、令和元年度以降は平成３０年度推計をもとに 

簡易的な手法により算出した結果である。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

                        

（２）各主体の行動目標の達成状況 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 施策の実施状況（令和５年度）                            

  別添のとおり

① 県民：１人１日当たりの家庭から排出 

されるごみの量 

５６４ｇ（前年度比 －３．３％） 

②事業者：事業系一般廃棄物排出量 

７９．４千ｔ（前年度比－０．５％） 

※グラフ上の値は合計と内訳が合わない場合がある。 
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各種施策の実施状況（令和５年度） 
 

○ 一般廃棄物関係 

１ 発生抑制の推進 

（１）生活系ごみの発生抑制の取組支援 

事業名 
① 脱炭素につながる新しい豊かな暮らしを創る国民運動（デコ

活）の推進 

環境・エネルギー 

政策課 

 令和４年度末より「やまなしクールチョイス県民運動」の取組を終了し、環境省が推進する「脱炭

素につながる新しい豊かな暮らしを創る国民運動（デコ活※）」に賛同し、2050年ゼロカーボンの実

現を目指して、「デコ活宣言」を行い、家庭でできる脱炭素にむけた取組（再生可能エネルギーの導

入、省エネルギー型機器（家電）の導入、エコドライブ、緑のカーテン等）を推進した。 

※二酸化炭素（CO2）を減らす（DE）脱炭素（Decarbonization）と、環境に良いエコ（Eco）を含む

“デコ”と活動・生活を組み合わせた新しい言葉である 

・緑のカーテン取り組み情報応募数 R5:7件（個人部門3件、団体部門4件）（R4:26件） 

・エコドライブ宣言車数  R5:71,254台（R4:71,223台） 

・イオンモール甲府昭和にて、やまなしゼロカーボンフェスを開催 

事業名 ② 市町村の一般廃棄物処理事業の３Ｒ化の促進・支援 環境整備課 

市町村が行う一般廃棄物処理事業における３Ｒ化を推進するため、市町村と共同で研究会を開催

し、各市町村における施策の実施状況等について情報共有・意見交換を行った。 

R5:2回開催（10月、2月）( R4:3回開催（7月、11月、1月）) 

事業名 ③ ごみ減量化リサイクル推進事業に対する支援 
環境・エネルギー 

政策課 

 地域の実情に即した市町村等のごみ減量化の取組の促進を図るため、市町村等が実施するごみ減量

化リサイクル推進事業、地球温暖化対策事業、環境教育推進事業に対して支援を行った。（環境保全

課題対策事業費補助金） 

・R5:11団体・4,073千円（うち、ごみ減量化リサイクル推進事業 4団体・1,390千円） 

(R4:10団体・1,037千円（うち、ごみ減量化リサイクル推進事業 2団体・  238千円）) 

事業名 ④ プラスチックスマート推進事業 環境整備課 

 海洋汚染の原因の一つである河川由来のプラスチックごみ等を抑制するため、「山梨県プラスチッ

クごみ等発生抑制計画」に基づき、プラスチックと賢く付き合う取り組みを実施した。 

・海洋プラスチックごみ発生抑制対策事業費補助金（市町村への補助事業）：補助件数 1件 

・流域他県と連携した環境美化啓発イベントツアー（神奈川県茅ケ崎市） ：参加者 R5:58名 

（R4:55名） 

・河川マイクロプラスチック調査：相模川水系 1地点、富士川水系 1地点、多摩川水系 2地点の計

4地点で実施 

・プラスチックごみ対策普及啓発リーフレットの作成 

・プラスチックスマート連絡協議会の開催：R5:2回（7月、2月）（ R4:2回（7月、1月）） 

・県内河川の環境美化啓発イベント：参加者 41名 

事業名 ⑤ 食品ロス削減の推進及び強化事業 県民生活安全課 

「第４次やまなし食育推進計画」（R3.3策定）に基づき、県民の食品ロス削減に向けた意識の醸成

並びに取り組みの促進を図るため、消費者・事業者等に対する食品ロス削減の普及・啓発を実施。 

 ・事業者による消費者向け啓発資材の作成 

 ・食品ロス削減月間(10月)に合わせた大規模商業施設での食品ロス削減啓発イベントの実施 

 ・食品ロス削減デジタルブックの作成および公開 

別添 



   

事業名 ② エネルギー教育の推進 義務教育課 

 「ＥＳＤエネルギー教育体験プログラム」を行い、普及啓発を図った。本プログラムの実施により，

児童生徒は身近なエネルギーについて発見の楽しさや不思議さを感じることができ、持続可能な社会づ

くりに向けての意識を高めている。 

・体験型の科学実験教室の実施 県内小学校 R5:3校（R4:2校） 

（３）事業系ごみの発生抑制の取組支援 

事業名 ① 事業系一般廃棄物の減量化の推進 環境整備課 

 ｢事業系一般廃棄物減量化指針｣に基づき、取り組みの実施を促すため、ホームページを活用し、指針

の周知を図った。任意で事業系一般廃棄物に関する事項の処理計画の提出を求め、事業系一般廃棄物の

発生抑制を図った。 

事業名 ② 市町村・組合のごみ処理施設での事業系ごみの搬入検査の支援 環境整備課 

事業者の排出抑制、分別促進、適正排出等の取組の推進に向け、市町村・組合が行う事業系ごみの搬

入検査を支援した。 

・搬入検査共同実施施設数  R5:5施設（R4:2施設） 

事業名 ③ 中小企業基盤整備事業（専門家派遣事業） 
スタートアップ・経営

支援課 

 廃棄物の減量を図るため、環境ＩＳＯ認証取得をしようとする中小企業者等へ専門家を派遣し、認証

取得支援を行った。 

・支援内容 専門家派遣経費の2/3助成 ・専門家派遣先 R3～R5:0件 (R1:3件、R2:1件) 

（４）循環型社会と低炭素社会を統合的に実現するための取り組みの推進 

事業名 
① 脱炭素につながる新しい豊かな暮らしを創る国民運動（デコ活）

の推進（再掲） 

環境・エネルギー 

政策課 

 ○一般廃棄物関係1-(1)-① 

（２）環境教育・環境学習の推進 

事業名 ① 環境学習指導者の派遣（やまなしエコティーチャー） 自然共生推進課 

 環境に関する専門的な知識・豊富な経験・意欲のある人材を、やまなしエコティーチャーとして登録

し、民間団体などが開催する研修会等に講師として派遣した。 

・エコティーチャー派遣実績 R5:24回（R4:16回） 

 （うち、ごみ減量化･リサイクル推進に関する研修会等への派遣 R5:2回（ R4:5回）) 



   

事業名 ② やまなしエネルギー環境マネジメントシステムの推進 
環境・エネルギー 

政策課 

県独自の環境システムを用いた、庁舎･施設内での省エネルギー、省資源、廃棄物の削減、リサイク

ル活動等、環境保全に関する職員の取り組み等の推進を図った。 

・個別項目の目標達成状況 

【目標達成】 

R4:6項目(ガソリン、軽油、A重油、上水道、コピー用紙、可燃ごみ)（R3：5項目） 

【目標を達成できず改善できなかったもの】 

 R4:7項目(温室効果ガス排出量、エネルギー使用量、電気、灯油、都市ガス、LPガス、リサイク

ル率)（R3:8項目） 

※目標達成状況を翌年度末に公表するため、令和４年度の数値となっている 

事業名 ③ グリーン購入の推進 出納局管理課 

 平成14年度に策定した｢山梨県グリーン購入の推進を図るための方針｣に基づき、廃棄物の発生を抑制

するため、再使用・リサイクルが可能である製品、廃棄時の処理や処分が容易である製品の購入推進を

図った。 

・特定調達品目 R5:19分野173品目（R4:19分野171品目） 

 

事業名 ④ 環境対策技術研究開発の支援 成長産業推進課 

 県内中小企業者が取り組む、環境・新エネルギー関連分野などに係る新技術・新製品の研究開発事業

に対し、支援を行った。（やまなしイノベーション創出事業費補助金） 

・R5:2件（R4:3件） 

(両年度ともに環境・エネルギー分野の研究開発を採択) 

２ 循環的利用の推進 

（１）一般廃棄物の循環的利用の取り組み推進 

事業名 ① 容器包装廃棄物の分別収集の促進 環境整備課 

市町村に対し、容器包装リサイクル法に基づく分別収集量等の実績調査を行うとともに、国からの分

別収集に関する通知の周知を行った。また、ホームページを活用し、分別収集に関する周知を行った。 

事業名 ② 特定家庭用機器廃棄物のリサイクルの促進 環境整備課 

家電リサイクル法に基づき特定家電機器のリサイクルを促進するため、市町村と連携し、リサイクル

システムについて各種情報提供を行った。また、環境省からの各種調査の取りまとめを行った。 

事業名 ③ ごみ減量化リサイクル推進事業に対する支援（再掲） 
環境・エネルギー 

政策課 

 ○一般廃棄物関係1-(1)-③ 

事業名 ④ 市町村の一般廃棄物処理事業の３Ｒ化の促進・支援（再掲） 環境整備課 

 ○一般廃棄物関係1-(1)-② 



   

事業名 
⑤市町村・組合のごみ処理施設での事業系ごみの搬入検査の支援

（再掲） 
環境整備課 

○一般廃棄物関係 1-(3)-② 

事業名 ⑤ 環境に配慮した農業の推進 農業技術課 

環境保全が取組に位置付けられる「ＧＡＰ認証」や、炭素貯留効果の高い営農活動や生物多様性

保全に効果の高い営農活動への取り組みに支援を行う「環境保全型農業直接支払交付金制度」の推

進を行った。 

・やまなしＧＡＰ認証制度 R5:344者（R4:295者） 

事業名 ⑥ 使用済小型電子機器廃棄物のリサイクルの促進 環境整備課 

小型家電リサイクル法に基づき、使用済小型電子機器廃棄物のリサイクルを促進するため、市町

村と連携しリサイクルシステムについて各種情報提供を行った。また、環境省からの各種調査の取

りまとめを行った。 

事業名 ⑦ 使用済自動車の適正な再資源化の推進 環境整備課 

使用済自動車の再資源化に関する法律に基づき、引取業者等関連事業者の監視・指導等を通して、

使用済自動車の適正な再資源化を推進した。 

事業名 ⑧ プラスチックスマート推進事業（再掲） 環境整備課 

○一般廃棄物関係 1-(1)-④ 

（２）環境教育・環境学習の推進（再掲） 

事業名 ① 環境学習指導者の派遣（やまなしエコティーチャー）（再掲） 自然共生推進課 

 ○一般廃棄物関係 1-(2)-① 

事業名 ② エネルギー教育の推進（再掲） 義務教育課 

 ○一般廃棄物関係 1-(2)-② 

事業名 ③ プラスチックスマート推進事業（再掲） 環境整備課 

 ○一般廃棄物関係 1-(1)-④ 

（３）循環型社会と低炭素社会を統合的に実現するための取り組みの推進（再掲） 

事業名 
① 脱炭素につながる新しい豊かな暮らしを創る国民運動（デコ

活）の推進（再掲） 

環境・エネルギー 

政策課 

 ○一般廃棄物関係1-(1)-① 



  

 

事業名 ② やまなしエネルギー環境マネジメントシステムの推進（再掲） 
環境・エネルギー 

政策課 

○一般廃棄物関係1-(4)-② 

事業名 ③ グリーン購入の推進（再掲） 出納局管理課 

 ○一般廃棄物関係1-(4)-③ 

事業名 ④ 環境対策技術研究開発の支援 成長産業推進課 

○一般廃棄物関係1-(4)-④ 

３ 適正処理の推進 

（１）一般廃棄物の適正処理の取組支援 

事業名 ① 市町村の一般廃棄物処理事業の３Ｒ化の促進・支援（再掲） 環境整備課 

 ○一般廃棄物関係1-(1)-② 

事業名 
② 一般廃棄物処理施設の整備、維持管理のための技術的支援・助

言 
環境整備課 

一般廃棄物処理施設の適正な運営のため、市町村に対し、廃棄物処理施設の整備、長寿命化・延命

化のための技術的助言や国の交付金等の活用について支援・助言を行った。 

事業名 ③ 一般廃棄物処理計画の策定の促進 環境整備課 

 市町村における廃棄物処理の基本となる処理計画であるため、社会経済情勢の変化等に即した計画

となるよう、市町村への技術的支援や情報提供等を行った。 

・基本計画策定市町村数 R5:27市町村（R4: 27市町村） 

・実施計画策定市町村数 R5:13市町村（R4: 4市町村） 

事業名 ④ 「山梨県ごみ処理広域化計画」の推進 環境整備課 

 市町村等におけるごみ処理を広域的に行っていくため、「山梨県ごみ処理広域化計画」に基づき、

一般廃棄物の焼却施設を段階的に集約する。 

  H30～R14年度までの 15年間で、焼却施設を 8施設から 3施設に集約する新たなごみ処理広域化計

画を策定。ごみ処理広域化の実現のため、市町村への技術的支援、情報提供等を行った。 

・焼却施設数 R4～R5：8施設 

事業名 
⑤ 市町村・組合のごみ処理施設での事業系ごみの搬入検査の支援

（再掲） 
環境整備課 

○一般廃棄物関係 1-(3)-② 



  

 

事業名 ⑥ 廃棄物処理施設の設置に関する事前協議の実施 環境整備課 

廃棄物の適正処理を推進し生活環境の保全を図るため、｢山梨県廃棄物処理施設設置に関する指導

要領｣に基づき、廃棄物処理施設を設置する場合、法の手続きの前段階において、事業計画内容等の

住民への周知や住民意見の事業活動への反映を事業者に指導し、住民との合意形成を図った上で円滑

な廃棄物処理施設の設置を推進した。 

・事前協議書受領件数 R5:2件（R4:6件） 

（２）し尿、浄化槽汚泥の適正処理の推進 

事業名 ① 生活排水対策の推進 大気水質保全課 

「山梨県生活排水処理施設整備構想２０１７」により、下水道、農業集落排水処理施設、浄化槽等

の生活排水処理施設の整備を計画的かつ効率的に推進し、生活排水による水質汚濁の防止に努めた。 

・生活排水クリーン処理率 R5:87.0％（R4:86.3％） 

※ 生活排水クリーン処理率＝生活排水処理施設整備人口／県人口×100 

事業名 ② 浄化槽対策の促進 大気水質保全課 

生活排水による公共用水域の水質汚濁を防止し、生活環境の保全及び公衆衛生の向上に資するた

め、下水道等の集合処理に適さない地域などに対する市町村が実施する浄化槽の整備事業を支援し

た。（浄化槽設置整備事業補助金） 

・R5:19市町村（R4:19市町村） 

  ※ 設置費用の 4割の 1/3を国の交付金と併せて補助 

・生活排水クリーン処理率 R5:87.0％（R4：86.3％） 

・浄化槽処理率 R5:15.5％（R4:15.2％） 

  ※ 浄化槽処理率＝浄化槽処理人口／県人口×100 

事業名 
③ 一般廃棄物処理施設の整備、維持管理のための技術的支援・助

言（再掲） 
環境整備課 

○一般廃棄物関係3-(1)-② 

（３）広域的な一般廃棄物最終処分場の運営 

事業名 ① 広域的な一般廃棄物最終処分場事業の円滑な実施に向けた支援 環境整備課 

市町村が長期間にわたり安定的に一般廃棄物の処理責任を果たしていけるよう、笛吹市境川町上寺

尾地内に整備される一般廃棄物最終処分場事業の円滑な実施に向けた取り組みを支援した。 



  

 

４ 災害廃棄物対策 

（１）災害廃棄物の適正かつ円滑な処理 

事業名 ① 災害廃棄物処理対応力の充実・強化 環境整備課 

 発災時における災害廃棄物処理を適正かつ円滑・迅速に進めるため、市町村の災害廃棄物処理計画

の点検及び見直しに係る支援や助言を行うとともに、令和５年度は市町村職員の資質向上等を図るた

めの研修会に加え、実地訓練を実施した。 

・市町村災害廃棄物処理計画の改定 R5：4市（R4：7市町村） 

・仮置場設置及び運営の実地訓練 R5:19市町村 31名参加、民間9名参加 

事業名 ② 大規模災害時の廃棄物対策に関する広域的な連携 環境整備課 

関東ブロック協議会等により、市町村向けの災害対応力向上研修を開催した他、各自治体の災害廃

棄物対策に関する意見交換を実施した。 

事業名 ③ 大規模災害時の連絡･調整等 環境整備課 

県災害廃棄物処理計画の策定に併せて、協定締結団体・市町村と連絡体制等の調整を行うとともに、

適宜、情報提供を行った。 

 

○ 産業廃棄物関係 

１ 発生抑制の推進 

（１）事業者による発生抑制の取組の促進 

事業名 ① 多量排出事業者の廃棄物の減量化に係る取組の促進 環境整備課 

 産業廃棄物の排出抑制・適正処理に積極的に取り組む意思のある排出事業者等をホームページで公

表するとともに、取組結果や取組状況が優良であると認定した事業者については、｢認定事業者｣とし

て、ホームページに掲載し、企業のイメージアップに資することで事業者を支援した。 

・申込状況 R5:72社（R4:72社） 

事業名 ② 中小企業基盤整備事業（専門家派遣事業）（再掲） 産業振興課 

 ○一般廃棄物関係1-(3)-③ 

事業名 ③ 建設副産物の有効利用の促進 技術管理課 

公共工事において建設副産物実態調査を行った。 

事業名 ④ プラスチックスマート推進事業（再掲） 環境整備課 

○一般廃棄物関係 1-(1)-④ 



  

 

２ 循環的利用の推進 

（１）産業廃棄物の循環的利用の取り組み支援 

事業名 ① 建設副産物の有効利用の促進（再掲) 技術管理課 

○産業廃棄物関係 1-(1)-④ 

事業名 ② 環境に配慮した農業の推進（再掲） 農業技術課 

○一般廃棄物関係2-(1)-⑥ 

事業名 ③ 家畜排せつ物の適正管理・利用の促進 畜産課 

堆肥の調整や畜産環境の保全に取り組む畜産農家に対する巡回指導や、畜産環境アドバイザーの養

成などを通じ、家畜排せつ物の適正な管理と適切な処理を行い、良質な堆肥を生産し利用することに

より、環境にやさしい農業の推進と家畜排せつ物の有効利用の促進を図った。 

・家畜保健衛生所による現地巡回・指導 R5:2回（R4:2回） 

家畜排せつ物法に基づく管理基準による施設整備率 R5:100%（R4:100%） 

事業名 
④ 食品残さの有効利用の促進（やまなしエコフィード利用促進事

業） 
畜産課 

やまなしエコフィード利用推進会議（研修会）を開催し、最新技術や情報等について県内に周知を

図った。畜産農家におけるエコフィードの利用を定着させ、畜産経営の安定化を図るとともに、循環

型社会の構築を推進した。 

・やまなしエコフィード利用促進会議の開催 R5:1回（R4:1回） 

事業名 ⑤ 使用済自動車の適正な再資源化の推進（再掲） 環境整備課 

○一般廃棄物関係2-(1)-⑧ 

事業名 ⑥ プラスチックスマート推進事業（再掲） 環境整備課 

○一般廃棄物関係1-(1)-④ 



  

 

３ 適正処理の推進 

（１）産業廃棄物の適正処理の推進 

事業名 ① 産業廃棄物の適正処理等に係る意識向上の推進 環境整備課 

  産業廃棄物の適正処理の推進を図るため、10月の｢産業廃棄物適正処理強化月間｣の期間中、(一社)山梨県産

業資源循環協会に一部事業を委託し、啓発活動を行った。 

・｢県民の日｣記念行事イベントの甲府小瀬会場(R5.11.19)において、｢廃棄物なんでも相談コーナー｣の開

設、廃棄物等に関するアンケート調査、環境に関する啓発パンフレットの配布等を実施した。 

・排出事業者、産業廃棄物処理業者等を対象に研修会を開催(R5.10.20) 

事業名 ② 産業廃棄物処理業者への適正処理の監視・指導の強化 環境整備課 

産業廃棄物の適正処理の徹底を図るため、許可更新等に伴う現地確認の実施、定期立入検査日にお

ける立入検査の実施、産業廃棄物適正処理強化月間中における処理業者への立入検査による啓発活動

などを行った。 

事業名 ③ 産業廃棄物の処理に係る検査・監視・指導の実施 環境整備課 

産業廃棄物の適正処理の徹底を図るため、産業廃棄物処理業者等の事業場へ立入調査を行い、関係

書類、廃棄物の保管･処理状況、廃棄物処理施設の稼働状況等を検査、監視し、必要な指導を随時行

った。 

事業名 ④ 廃棄物処理施設の設置に関する事前協議の実施（再掲） 環境整備課 

○一般廃棄物関係 3-(1)-⑥ 

事業名 ⑤ 優良産廃処理業者認定制度の活用 環境整備課 

 産業廃棄物処理業者に対して、優良産廃処理業者認定制度における優良認定の取得を促すととも

に、排出事業者に対しても当該制度を周知することで、優良産廃処理業者の利用を促進した。 

 ・認定件数 R5:257件（R4:235件） 

事業名 ⑥ 山梨県産業廃棄物処理業者格付け制度の活用 環境整備課 

 地域貢献や環境保全等に取り組む優良な産業廃棄物処理業者を格付け・公表することで産業廃棄物

処理業全体の資質向上や産業廃棄物処理業に対する県民理解の増進を図った。 

 ・格付け業者数 R5:3業者（R4:3業者） 



  

 

（２）事業者による適正処理や施設整備の促進 

事業名 ① ＰＣＢ （ポリ塩化ビフェニル）廃棄物の適正処理の促進 環境整備課 

 ＰＣＢ廃棄物の適正処理を推進するため、ＰＣＢ廃棄物保管事業者等の把握を行った。また、ＰＣＢ廃

棄物を保管しながら届出をしていない事業者に届出指導を行うとともに、ＪＥＳＣＯ北海道事業所、無害

化処理認定施設において適切に処理するよう情報提供等を行った。 

事業名 ② 農業用廃プラスチックの適正処理の推進 果樹・６次産業振興課 

農業用廃プラスチックの不適正処理による、自然環境や生活環境への支障を未然に防止するため、

(公社)山梨県農業用廃プラスチック処理センターが行う、県内で排出された農業用廃プラスチックの

適正処理を推進した。 

・収集量 R5:525t (R4:508t)  

・処理量 R5:532t (R4:549t) 

事業名 ③ 山梨県商工業振興資金 産業振興課 

金融機関が中小企業に対して融資した金額の一定割合を、県信用保証協会を経由して融資実行金融

機関に預託し、低利・固定、長期の融資である県制度融資の利用を促進する（環境対策融資もメニュ

ーの一つ）。環境対策融資等により、環境汚染を防止するための設備やリサイクル設備、省エネルギ

ー設備、産廃処理施設の導入資金等を支援した。 

・環境対策融資 R5:1件・3,970千円（R4:実績なし） 

事業名 ④ 太陽光発電設備の適正処理等の推進 環境整備課 

太陽光パネルの廃棄について、相談があった事業者に対し、国のガイドラインに基づくリサイクル

や廃棄に係る留意点について説明を行い、適正処理の推進を図った。 

また、「山梨県FIT調達期間終了後の太陽光発電施設に関する検討会」を開催し使用済太陽光パネ

ルの適正処理等について検討を行った。 

事業名 ⑤ プラスチックスマート推進事業（再掲） 環境整備課 

○一般廃棄物関係1-(1)-④ 

（３）公共関与による廃棄物最終処分場の維持管理 

事業名 ① 公共関与による産業廃棄物最終処分場の維持管理 環境整備課 

平成 25年 12月に環境整備センター（明野処分場）を閉鎖した。環境整備センター閉鎖後は、汚水

処理等、維持管理費の縮減を図り、運営費の節減・合理化など経営改善に向けた取り組みを行ってい

る。 

（４）産業廃棄物適正処理推進ビジョン 

事業名 ① 産業廃棄物適正処理推進ビジョンの推進 環境整備課 

県内の産業廃棄物の最終処分量の一層の削減に向け、更に産業廃棄物の排出抑制や再生利用の促進

を図るため、排出抑制に向けた事業者の優れた取り組みの表彰や、廃棄物の排出抑制や再生利用の新

技術の紹介を行うセミナーを実施した。 



  

 

○ 不法投棄対策 

１ 不法投棄防止対策の推進 

（１）不法投棄未然防止対策の推進 

事業名 ① 不法投棄監視体制の構築・強化 環境整備課 

不法投棄等の未然防止、早期発見、拡大防止等を図るため、不法投棄監視協力員による日常的な監

視活動や、廃棄物対策連絡協議会の廃棄物監視員や民間委託による監視パトロールなどを実施した。 

・不法投棄監視協力員数  R5:719名（R4:759名） 

・休日・夜間監視パトロール実施回数  R5:100回（R4:100回） 

事業名 ② 不法投棄対策の広域連携 環境整備課 

不法投棄の広域化等に対応するため、近隣都県市で構成する産廃スクラム３７や、山梨県、静岡県、

神奈川県富士箱根伊豆地域不法投棄防止連絡会議での情報共有、一斉パトロールなどを実施した。 

・合同パトロール等実施回数  R5:2回（R4:0回（新型コロナウイルス感染症の影響のため）） 

事業名 ③ 不法投棄未然防止事業への支援 環境整備課 

山間部や人目に付きにくい道路脇など、不法投棄のおそれのある場所や、不法投棄が繰り返し行わ

れる場所に不法投棄防止柵等を設置する事業を行う市町村に対して補助を行った。（不法投棄未然防

止事業費補助金） 

・実施市町村数 R5:1市町村（R4:0市町村（希望がなかったため）） 

事業名 ④ 廃棄物対策連絡協議会による不法投棄対策の推進 環境整備課 

各林務環境事務所に廃棄物監視員を配置し、廃棄物の不法投棄、不適正処理等のパトロールを実施

するとともに、廃棄物の適正処理に関する普及・啓発を行った。また、管内市町村から要請のあった

場所については、重点監視を行うとともに、必要に応じて廃棄物の撤去等も行った。 

事業名 ⑤ ごみ減量化リサイクル推進事業に対する支援（再掲） 
環境・エネルギー 

政策課 

〇一般廃棄物関係1-(1)-③ 

事業名 ⑥ プラスチックスマート推進事業（再掲） 環境整備課 

○一般廃棄物関係1-(1)-④ 

（２）不法投棄事案への対応 

事業名 ① 産業廃棄物不適正処理機動調査員（産廃Ｇメン）の育成･設置 環境整備課 

 不法投棄対策に対する専門的知識を有する産廃Ｇメンを養成し、重大不法投棄事案等に対応させる

とともに、所属職員の指導育成にあたらせ、不法投棄事案等の処理解決能力を強化することとしてお

り、環境整備課及び各林務環境事務所に産廃Ｇメンを配置した。  

・産廃Ｇメン R5:17名（R4:16名） 



  

 

 

事業名 ② 不法投棄廃棄物の撤去・適正処理 環境整備課 

不法投棄された廃棄物について、原因者不明など行為者等による撤去が困難な場合において、生活

環境等への著しい支障が懸念される場合や不法投棄の規模等を考慮のうえ、土地の所有者・管理者、

市町村及び廃棄物対策連絡協議会と連携して早期撤去を実施した。 

事業名 ③ 廃棄物対策連絡協議会による不法投棄対策の推進（再掲） 環境整備課 

○不法投棄対策1-(1)-④ 



H30年度
R5年度

（速報値）
増減率(%) H30年度

R5年度
（速報値）

増減率(%) H30年度
R5年度

（速報値）
増減率(%) H30年度

R5年度
（速報値）

増減 H30年度
R5年度

（速報値）
増減率(%) H30年度

R5年度
（速報値）

増減率(%)

1 甲 府 市 73,368 66,591 ▲ 9.2 44,715 41,827 ▲ 6.5 23,711 21,612 ▲ 8.9 19.6 17.0 ▲ 2.6 2,677 2,885 7.8 575 548 ▲ 4.6 ○

2 富 士 吉 田 市 17,760 16,305 ▲ 8.2 12,749 11,731 ▲ 8.0 4,744 4,402 ▲ 7.2 12.0 11.2 ▲ 0.8 1,418 1,318 ▲ 7.1 662 641 ▲ 3.3 ○

3 都 留 市 10,727 10,156 ▲ 5.3 7,613 6,951 ▲ 8.7 3,114 3,205 2.9 7.9 6.1 ▲ 1.8 1,339 1,391 3.9 636 615 ▲ 3.3 ○

4 山 梨 市 12,828 11,596 ▲ 9.6 10,093 9,102 ▲ 9.8 2,513 2,342 ▲ 6.8 25.0 23.1 ▲ 1.9 445 491 10.3 667 633 ▲ 5.1 ○

5 大 月 市 8,371 7,648 ▲ 8.6 7,279 6,460 ▲ 11.3 1,092 1,188 8.8 10.5 8.9 ▲ 1.6 1,047 1,055 0.8 739 742 0.4 ○

6 韮 崎 市 9,498 8,217 ▲ 13.5 6,969 6,011 ▲ 13.7 2,529 2,206 ▲ 12.8 15.4 13.9 ▲ 1.5 616 261 ▲ 57.6 577 531 ▲ 8.1 ○

7 南アルプス市 20,874 18,422 ▲ 11.7 16,244 14,828 ▲ 8.7 4,630 3,594 ▲ 22.4 11.0 9.6 ▲ 1.4 2,349 2,040 ▲ 13.2 547 508 ▲ 7.2 ○

8 北 杜 市 14,795 12,927 ▲ 12.6 9,624 8,237 ▲ 14.4 5,171 4,690 ▲ 9.3 20.3 17.9 ▲ 2.4 396 402 1.5 451 415 ▲ 8.2 ○

9 甲 斐 市 23,976 22,493 ▲ 6.2 19,515 18,230 ▲ 6.6 4,461 4,263 ▲ 4.4 18.9 18.2 ▲ 0.7 1,835 1,689 ▲ 8.0 584 543 ▲ 7.0 ○

10 笛 吹 市 24,010 23,003 ▲ 4.2 15,735 15,300 ▲ 2.8 8,275 7,703 ▲ 6.9 23.6 20.9 ▲ 2.7 806 1,007 24.9 484 503 3.9 ○

11 上 野 原 市 9,814 8,820 ▲ 10.1 6,624 6,105 ▲ 7.8 3,131 2,695 ▲ 13.9 14.8 15.4 0.6 1,261 1,013 ▲ 19.7 679 681 0.3 －

12 甲 州 市 10,465 9,549 ▲ 8.8 8,379 7,476 ▲ 10.8 1,771 1,849 4.4 21.6 21.4 ▲ 0.2 366 382 4.4 591 573 ▲ 3.1 ○

13 中 央 市 11,250 10,120 ▲ 10.0 8,407 7,734 ▲ 8.0 2,843 2,386 ▲ 16.1 10.5 10.1 ▲ 0.4 1,173 1,052 ▲ 10.3 655 611 ▲ 6.8 ○

14 市 川 三 郷 町 4,952 4,460 ▲ 9.9 4,483 3,998 ▲ 10.8 469 462 ▲ 1.5 15.1 14.5 ▲ 0.6 614 405 ▲ 34.0 664 656 ▲ 1.2 ○

15 早 川 町 398 305 ▲ 23.4 306 228 ▲ 25.5 92 77 ▲ 16.3 37.7 18.0 ▲ 19.7 0 0 0.0 665 581 ▲ 12.6 ○

16 身 延 町 4,375 3,870 ▲ 11.5 3,196 2,783 ▲ 12.9 1,179 1,087 ▲ 7.8 27.1 26.0 ▲ 1.1 0 0 0.0 628 617 ▲ 1.8 ○

17 南 部 町 1,767 1,826 3.3 1,716 1,702 ▲ 0.8 51 124 143.1 28.0 28.0 ▲ 0.0 17 13 ▲ 23.5 513 539 4.9 ○

18 富 士 川 町 4,493 3,968 ▲ 11.7 3,444 3,073 ▲ 10.8 985 895 ▲ 9.1 13.2 11.1 ▲ 2.1 451 403 ▲ 10.6 526 517 ▲ 1.7 ○

19 昭 和 町 8,973 8,211 ▲ 8.5 5,512 5,522 0.2 3,461 2,689 ▲ 22.3 13.9 14.1 0.2 981 894 ▲ 8.9 618 601 ▲ 2.9 ○

20 道 志 村 428 435 1.6 428 435 1.6 0 0 0.0 15.4 14.5 ▲ 0.9 21 25 19.0 608 681 12.0 ○

21 西 桂 町 1,452 1,342 ▲ 7.6 1,380 1,266 ▲ 8.3 72 76 5.6 9.1 10.6 1.5 117 106 ▲ 9.4 852 835 ▲ 1.9 －

22 忍 野 村 3,895 3,899 0.1 1,849 2,198 18.9 1,886 1,701 ▲ 9.8 12.2 15.3 3.1 315 291 ▲ 7.6 493 520 5.6 －

23 山 中 湖 村 5,298 4,456 ▲ 15.9 2,204 1,457 ▲ 33.9 3,094 2,999 ▲ 3.1 14.3 15.1 0.8 119 116 ▲ 2.5 975 648 ▲ 33.5 ○

24 鳴 沢 村 1,108 1,219 10.0 657 654 ▲ 0.5 451 565 25.3 13.1 10.2 ▲ 2.9 96 92 ▲ 4.2 482 511 5.9 ○

25 富士河口湖町 13,721 13,212 ▲ 3.7 6,656 6,268 ▲ 5.8 6,708 6,597 ▲ 1.7 10.4 14.2 3.8 1,568 1,490 ▲ 5.0 668 619 ▲ 7.4 ○

26 小 菅 村 272 232 ▲ 14.7 264 224 ▲ 15.2 8 8 0.0 40.8 34.9 ▲ 5.9 38 37 ▲ 2.6 597 623 4.4 －

27 丹 波 山 村 300 313 4.3 300 313 4.3 0 0 0.0 19.3 16.6 ▲ 2.7 118 138 16.9 1,165 1,346 15.5 ○

299,168 273,595 ▲ 8.5 206,341 190,113 ▲ 7.9 86,441 79,415 ▲ 8.1 17.0 15.8 ▲ 1.2 20,183 18,996 ▲ 5.9 590 564 ▲ 4.4 23

H30年度 R4年度 増減率(%) H30年度 R4年度 増減率(%) H30年度 R4年度 増減率(%) H30年度 R4年度 増減 H30年度 R4年度 増減率(%) H30年度 R4年度 増減率(%)

42,716千t 40,344千t ▲ 5.6 27,629千t 26,894千t ▲ 2.7 13,043千t 11,935千t ▲ 8.5 19.9 19.6 ▲ 0.3 3,835千t 3,375千t ▲ 12.0 505 496 ▲ 1.8

※　（ごみ排出量－事業系ごみ排出量－集団回収量－生活系資源ごみ排出量）/総人口/年日数

県  内  市  町  村  一  般  廃  棄  物  の  状  況

区　　分
排出量(t/年) 生活系ごみ排出量(t/年) 事業系ごみ排出量(t/年) 再生利用率(%) 最終処分量(t/年)

 １人１日当たりの家庭から排出
 されるごみの量(g/人･日)　※ 指定

ごみ袋

市町村計

（参考）

全国

参 考


